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　　   35.10.1 以降の合併状況    　　    　　　　　　　　　　　　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　翌年度へ繰り越すべき財源

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　  　　　          　　　

 　　　          　　　

　　

　　

　　

　　 　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　 ※ 特別職等の１人あたり平均給料

　　
平成15年度は,条例に規定する額から100分の5に相当する

　　
額を減じた額

　　

Ｄ 

積 立 金

繰 上 償 還 金

(Ｃ－Ｄ) Ｅ 

Ｆ 

Ｇ 

一 世 帯 当 た り 保 険 税 調 定

Ｈ 

　　　　　

 (Ａ－Ｂ) Ｃ

歳 入 総 額

歳 出 総 額

　　　　　

　　　　　

歳入歳出差引額

実 質 収 支

単 年 度 収 支

世 帯 数

　　　指      数      等　　　  平 成 14 年 度 区　　　    　     　分

158,804,858 基 準 財 政 需 要 額 63,785,171

152,757,951

１人当たり平均給料(※

　　第    １    次　　第    ２    次　 

1,422人   349,054人    6,274 人(2.8％) 　63,569人 (28.6％)

　66,370人 (29.4％)

   9,043 人(4.2％) 　68,310人 (31.5％)

平成１5年度交付税種地区分

人口集中
地区人口

          産　業　構　造　別　就　業　人　口　　　　　　 

 都道府県名  栃　　木　　県  市町村名  宇都宮市
市 町 村 類 型

人　　    　　口

平成１5年度
決 算 状 況

　　　　　　　特　　  別　  　職  　　等　　　　　　 

事    業    名　  収 支 額 

 　　　　　　一　　  般　  　職  　　員　  　等　　　　　　　 

区　　　　　　　　分 職　員　数　ａ  給　料　月　額　ｂ  　ｂ／ａ　 区　　　  　　分　 改定実施年月日 

区　　             　　　分　  平 成 15 年 度 

165,373,636

157,624,329

年　　  443,808人 312.16
国
　
調
年　　　435,357人

年　　  426,795人

面　　　積

312.16 1,395人

1,367人312.16

人口密度
km

  337,664人    7,807 人(3.5％)

3.31 　 453,226人

住 民
基 本
台 帳  　　　180,284世帯

3.31 　 455,845人  　　　183,232世帯

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

  325,086人

基 準 財 政 収 入 額 62,912,972

84,027,802

2,997,830 3,039,875
財政力指数(3ヵ年平
均 )

0.973

7,749,307 6,046,907 標 準 財 政 規 模

5.7

1,744,445 △ 1,432,286 公 債 費 比 率 12.8

4,751,477 3,007,032 実 質 収 支 比 率

13.2

0 0 起 債 制 限 比 率 9.2

6,617 580,630 公 債 費 負 担 比 率

22,620,708

実質単年度収支 (Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ) 1,751,062 △ 851,656 地 方 債 現 在 高 142,619,564

0 0 積 立 金 現 在 高積 立 金 取 崩 額

収 益 事 業 収 入 300,000                            

 　一    般    職  　　　 2,740人 982,950,000 358,741 　市           平成 9.2.1

平成 9.2.1 779,000

1,121,000

　助           平成 9.2.1 912,000 うち技能労務職  　　　  670人 224,955,000 335,754

平成 9.2.1 717,250

 　教   育  公  務

 　消    防    職  　　　   435人 152,931,000 351,566

 　　　    39人 15,605,000 400,128

                －                －

 職 員 数 

　収     入    

　教     育    

 法　 適　 

 法非適　 

 　臨    時    職               －

 　   合           　　　 3,214人

公
 
営
 
事
 
業
 
の
 
状
 
況

 　上     水   

法非適

110,347

205

　議   員　 平成 9.2.1

 普通会計から

の 繰 入 金

議
　
会

1,151,486,000 358,272

加 入 世 帯 数1,060,695

636,500

国
保
会
計
の
状
況
被保険者１人当たり保険税調定

被 保 険 者 １ 人 当 た り 費 用

82,672

160,968

181,005

92,963

203,988

被 保 険 者 数

733,451法　適

149

 　農業集落排水

法　適

5,289 476,210 6

 　下     水   7,592 5,705,547

4,976    　　　　－

 　市          

法非適

25,445 95,339法　適

 　駐     車   

15

－

 　競          

法非適

2,770 －

 　老  人  保  1 1,928,191

 　国民健康保険

5

20法非適

1,746,057132,229 33法非適

　介　護　保　険 法非適 1,972,478 33

 　第    ３    次　 

  152,625人 (68.6％)

  151,286人 (67.1％)

  139,715人 (64.3％)

674,500

　常勤監査委員　 平成 9.2.1 636,500

　議   長　 平成 9.2.1 760,000

　副議長　 平成 9.2.1

                            債 務 負 担 行 為 額 6,153,856



　

　 構成比 構成比   　税　等　 経常収支 

　 47.4 19.8 28,720,744 29.4

　 0.8 13.5 19,209,303 19.7

　 0.3 11.9 7,106,027 7.6

  2.8 9.4 14,342,759 15.3

  0.1 9.4 14,341,395 15.3

　 0.0 0.0 1,364 0.0

　 0.5 41.1 50,169,530 52.3

1.8 12.1 14,044,638 14.3

　 0.8 1.7 2,246,218 2.4

　 0.3 6.6 9,725,580 6.1

　 54.5 1.2 1,902,831 　　　－

　 0.1 10.0 1,318,261 0.2

　 1.6 3.9 5,464,703 4.6

　 1.9   　－  　　　－ 　　　－

　 1.1 23.4 15,843,718 　　　－

　 11.2 0.6 603,952 　　　－

　 0.0 23.4 15,843,718 　　　－

　 2.5 う 8.3 1,481,623 　　　－

　 1.2  　 14.6 13,789,873 　　　－

　 0.0 ち 0.5 572,222 　　　－

　 2.4   　－ － 　　　－

　 2.6 79.9

　 9.9 100.0 100,715,479 (88.4)

　 11.0 （  ）内は減税補てん債,臨時財政対策債を除いた場合

　  1.0 108,464,786

4.4 100.9

　 100.0

　

　  　　　  　　　　　　

　  構成比 

　  　　　  　　　　　　

　 27.6 0.5

　 13.8 10.9

　 43.5 21.4

　 0.5 12.3

　 4.3 0.3

　  　　－ 2.0

　 0.0 7.6

　  　　－ 22.8

　 10.3 3.4

　 0.0 9.3

　 3.4 －

　 6.9 9.5

　  　　－ 0.0

　                   　　  　　－

　 100.0 100.0

　

　

　

　

　

　

　

　

　

う ち 臨 時 財 対 債 7,310,200 　　　　　－  　　－

                        1.4 ／10

 
徴
　
　
収
　
　
率

区            分

標準税率に対する比率　    　　　

 　    492,000   180,000    60,000

 　  2,100,000   192,000   144,000

 市 町 村 民 税

 固 定 資 産 税

98.2

96.3

滞納繰越分

97.2

合　　計
均 等 割

　　　　適      用      税      率      の      状      況　　　　　 

2,500
個 人 分

市
　
民
　
税

所 得 割

法 人 税 割                        14.7 ／10

現年課税分

 

 税等総額 

 　合           157,624,329

 経常一般財源比率 

831,031

15,287,406

　　　　　民 生 費 33,742,111 18,430,043

　区               決 算 額   経常一般財源 

人 件 費 31,143,417 27,560,856

        歳                  入　　　　　　　 

 　区              決 算 額  経常一般財源  構成比 

72,980,241 86.1

地 方 譲 与 税 1,397,743 1,397,743 1.6

地 方 税 78,409,734

18,433,535

扶 助 費 18,766,467 7,104,477

　 うち職員給 21,259,834

利 子 割 交 付 金 566,197 566,197 0.7

公 債 費 14,900,730 14,342,759地方消費税交付金 4,641,981 4,641,981 5.5

ゴルフ場交付金 96,869 96,869 0.1 　 元 利 償 還 金 14,899,366 14,341,395

一 時 借 入 利 子 1,364 1,364特別消費税交付金 1,922 1,922 0.0 　 

　義務的経費の計 64,810,614 49,008,092自 動 車 交 付 金 889,867 889,867 1.1

地 方 交 付 税 1,320,090 750,968 0.9

 　　－ 　 う ち 特 別 569,122 　　　　　－

積 立 金 1,941,433  　　　    －    小          計90,225,238 84,226,623

交通安全交付金 130,186 130,186

99.4

0.2 投資・出資・貸付 15,752,649 209,323

繰 出 金 6,122,963 4,283,606分担金・負担金 2,723,423 　　　　　－

前年度繰上充用使 用 料 3,197,847 278,232 0.3

 　　－

 　　　－  　　　　  －

手 数 料 1,867,402 9,316  　　－  　　　　  －投 資 的 経 費 36,918,383

18,434,232 　　　　　－  　　－ 975,130う ち 人 件 費

　 国有提供交付金 76,202 76,202 0.1  　　　　  －普 通 建 設 事 業

 　　　　  －国 庫 支 出 金

財 産 収 入 1,915,456 40,407 0.0

都道府県支出金 4,070,034 　　　　　－  　　－

寄 附 金 21,453 　　　　　－  　　－

繰 入 金 3,944,236 　　　　　－  　　－

繰 越 金 4,246,907 　　　　　－  　　－

諸 収 入 16,351,820 561 0.0

地 方 債 18,169,200 　　　　　－  　　－

う ち 減 税 補 て ん 1,704,600 　　　　　－  　　－

 税　額　  75  　　　　　　 

 基　準　 100  　　　　　　 
超過調定分
収 入 済 額

  決   算   額 

21,873,909 　　　　　議 会 費 831,031

 法人分 10,798,163 6.9
市 民 税

 個人分 21,652,157 △ 4.0

8,876,196 1,764,148 総 務 費 17,222,344

固 定 資 産 税 34,077,708 △ 4.6 33,511,123

衛 生 費 19,298,255 11,308,398　　　　　

　　　　　

軽 自 動 車 税 401,781 4.8 406,852

市 町 村 た ば こ 税 3,417,821 2.5 3,433,556 労 働 費 506,320 159,857

農 林 水 産 業 費 3,091,311 2,102,425　　　　　

特 別 土 地 保 有 税 3,108 △ 96.6 － 　　　　　

鉱 産 税  　　　　　－  　　－  　　　　　－

商 工 費 12,033,199 915,625

土 木 費 35,982,525 20,359,021　　　　　

4,206,683目 的 税 8,058,996 △ 5.5 2,661,381

法 定 外 普 通 税  　　　　　－  　　－  　　　　　－

　　　　　

　　　　　消 防 費 5,348,427

教 育 費 14,667,377入 湯 税 9,844 18.9  　　　　　－ 12,771,532 内 

          性　 　質 　　別　 　歳　 　出　　　　　　　　 

目　　　　的　　　　別　　　　歳　　　　出

区
分

区             分決  算  額 構成比 増減率 　　　×　  －

 　 事 業 所 税 2,619,659 △ 5.7 －2,661,381 　　　　　災 害 復 旧 費 －

 訳 都 市 計 画 税 5,429,493 △ 5.5 14,342,759 　　　　　－ 　　　　　公 債 費 14,900,730

699旧 法 に よ る 税  　　　　　－  　  －  　　　　　－

　　　　　前 年 度 繰 上 充 用  　　　　　－

　　　　　諸 支 出 金 699

 　　合                78,409,734 △ 2.9 70,763,017

固　　定　　資　　産　　税 

21.3 94.1

23.5 89.1

22.8 91.5

均 等 割
法 人 分

 　合　　　　計

74,892,079

 　　　　  －

 　　　　  －

 　　　　  －

 　　　　  －

　市　　　　   　　　　 　　　　税　

  　合           165,373,636 84,761,527 100.0

地方特例交付金 2,900,835 2,900,835 3.4

10,383,157補 助 費 等 5,759,476

物 件 費 19,110,451 13,385,364

維 持 補 修 費 2,584,679 2,246,218

36,918,383

802,657

災 害 復 旧 事 業  　　　－

13,036,673

　 

訳 

23,079,053

補 助

単 独

県 営 負

　 

内

 　税        

 　  3,600,000   480,000   156,000

　　　　　－

　合             計 157,624,329 100,715,4791,764,148
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